








































































































（12）　Advisory Group on Citizenship, Education for citizenship and the teaching of 





























































































































































































































































































（45）　Center for Civic Educationへの助成も市民教育の一環として位置づけられている
（20 USC 6713）。


























































（51）　前出のCenter for Civic EducationによるFoundations of Democracyも、レッスン５
「わたしたちは権威の地位に就く人をどのように選ぶべきか」として、身近な選挙か
ら代表を選ぶ意義と視点について論じている。Center for Civic Education（江口監訳）・
前掲注46）32-38頁。
（52）　http://www.sangiin.go.jp/japanese/taiken/t_program/t_program.html
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けられよう（53）。
　この仕組みを基本にしつつ、大学生の知的レベルにも耐えうるよう、学
生たちに自ら台本を作成させ、国会の議事手続に従って、質疑や討論演説
を行いうるようにしたのが、筆者の取り組む「模範議会プロジェクト」で
ある（54）。学生は、役割分担に応じて質疑や答弁を作成するが、そのために
は法案に関する知識・理解を得る必要がある。そこで、事前の調査・議論
などをグループで行うことで、能動的学修がはかられるのである。特段の
優劣はつけないが、このようにして啓発段階から法教育ないし法学教育の
段階へと移行することが可能になる（55）。
　これに加えて、議題となる法案そのものを作成させる取組みも別途行っ
ている（56）。法文作成にあたっては、法の基本的な体系的理解のほか、関連
法の調査・研究が欠かせず、単に政策論を展開するのではなく、その実現
（53）　手塚崇聡・岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡「模擬国会を通じた『能動
的法学学修』の試み――シンポジウムの報告」社会とマネジメント（椙山女学園大学）
11号（2014年）43-57頁。
（54）　岡田順太「模擬国会のすすめ―立法政策論の実践的構築の試み」総合政策論集（東
北文化学園大学）６巻１号（2007年）133-155頁。
（55）　ここで啓発活動を、「特定の社会的事項について、一般市民を対象として、広く関
心を持たせて、理解を促進し、主体的・積極的参加を促すための広報その他の活動」
と定義する。また、法教育と区別される法学教育とは、「広い視野と知識をもとに、
各分野の法制度についての知識を伝授するとともに、法的思考方法を養い、バラン
スの取れた判断力と教養豊かな優れた人格を有する学生を育成することを目的とす
る教育」をいう。ただし、そもそも法教育と区別される法学教育の概念をアメリカ
に見出すのは困難であり、法教育と法学教育の区別は自ずと相対的なものとなる。
そこで、さしあたり法学教育の特質として、「六法」を中心に体系だてられた法理論
の伝授が中心となり、国家試験との結びつきを念頭に行われる教育である点を挙げ
ておきたい。出口雄一「六法的思考」桐蔭法学研究会編『法の基層と展開―法学部
教育の可能性』（信山社、2014年）352頁。
（56）　岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「模範議会2013―記録と資
料」白鷗大学論集29巻１・２合併号（2015年）333-392頁、岡田順太・岩切大地・大
林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「模範議会2012―記録と資料」白鷗大学論集28巻１号
（2013年）377-434頁、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡「模範議会2011―
記録と資料」白鷗大学論集27巻１号（2012年）353-414頁、岡田順太「模範議会2010
―記録と資料」白鷗大学論集26巻１号（2011年）391-431頁。
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に至る方法を具体化して、法文に落とし込む作業が必要となる。かなり高
度な能力が必要であり、法学教育ないし法曹教育の段階に至っているとい
えよう（57）。
　さらに、将来的には学生が作成した法案を模擬国会で審議して、模擬裁
判を行うという、法案作成→国会審議→訴訟へと至る民主政のプロセスを
模擬体験することにも取組みを進めたいと考えている（58）。そして、そこに
模擬選挙が入れば、民主政の全プロセスを模擬体験しうることになる。こ
のように考えれば、法教育を柱としつつ、議会を中心において主権者教育
を構築する道筋が自ずと見えてこよう。
（２）啓発から教育への質的転換とレベル設定
　さて、こうした取組みは主に大学生を対象としたものであるが、現在、
中学・高校レベルも含め、発達段階に応じたプログラムの作成を進めてい
る（59）。そこで、主権者教育を法教育と融合させる視点として欠かせないの
が、まず啓発活動と教育活動の区別であろう。ここで、それらの大きな違
いは、到達目標の設定の有無にあると考えたい。啓発活動は参加そのもの
に意義があるが、教育活動となれば参加するだけでなく、一定の目標達成
に向けた取組みが不可欠である。
（57）　ここで法曹教育とは、「具体的な事例の司法的解決を目指すことを念頭に、それに
不可欠な専門的知識と技能を身につけ、実践的思考力を養い、高度な専門家として
社会で通用するための総合力を育成することを目的とする教育・研修活動」をいう。
もちろん、法学教育との違いは相対的である。
（58）　大林啓吾・岡田順太・岩切大地・横大道聡「法学教育における模擬裁判の実践――
漫画規制を通して憲法問題を考える」情報処理センター年報（帝京大学）14号（2012年）
65-85頁。
（59）　岡田順太・横大道聡「法学教育における能動的学修プログラムの開発－模擬国会
を用いた臨床法学教育の試み」白鷗大学法政策研究所年報８号（2015年）23-84頁、
横大道聡・岡田順太・岩切大地・大林啓吾・手塚崇聡「模擬国会の実践プログラム
―少年法の一部を改正する法律（平成26年法律第23号）を素材に」教育実践研究紀
要（鹿児島大学）24号（2015年）。
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　もっとも、啓発活動から法教育段階へと移行させることが重要で、その
際に一定の思考能力を養ったり、作業をさせたりという工夫がなされる必
要はある。その意味で、啓発活動に到達目標が不要という趣旨ではない。
啓発活動であっても、事前に予習課題を与えたり、事後的にフォローアッ
プをさせるなど、前後に具体的な目標を定めることで法教育活動としての
意義を有するようになる。特に、主権者教育として位置づけるのであれ
ば、政治的リテラシーとしての批判的思考を養う工夫が必要になろう（60）。
いずれにしても、単なる参加型の啓発活動にとどまるものを、法教育や主
権者教育と称してはならないと考える。
　そして、法教育の題材が断片的にとどまるのに対して、より体系性を意
識したものが法学教育である（61）。さらに、能動的学修において参照すべき
資料等が与えられたものに限られるか、また、課題設定者が正解を有する
か、批判的能力を有する解答者による正解の書換えが可能か否か（閉鎖系
／開放系）によって、法学教育と法曹教育（臨床教育）の区別がなしうる。
　次の表は、上記の区別を示したものである。
到達目標 範　囲 構　造
啓発活動 な　し
断片的
閉鎖系法教育
あ　り法学教育
体系的
臨床教育 開放系
　もっとも、これらの区別は、筆者が模擬国会の取組みをするなかで考え
た一つのモデルであり、議論の余地もあろう。ただ、重要なのは、それら
の区別を発展段階ととらえて、それに応じたプログラムを教材として用意
することにある（62）。そこで、プログラムのレベルを縦軸、投票→法案作成
（60）　そこで有用なのは情報リテラシーであるが、議会審議においてそれは質疑の段
階で最も必要となる。そうした観点から、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道
聡・手塚崇聡「国会質疑の技法―模範議会2012の手引き」白鷗大学論集27巻２号
（2013年）292-303頁では、情報処理に必要な視点を示している。
（61）　なお、法学教育とは区別された法教育の取組みに関して、那須弘平「法学と法教
育」法と教育３号（2012年）76頁参照。
（62）　横大道ほか・前掲注31）８-10頁に、レベルに応じたプログラムのモデルが示され
ている。
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→国会審議→訴訟という民主政のプロセスを横軸として、それぞれに合っ
た教材を作成することが体系的な主権者教育の構築に向けた一つの柱とな
ろう。
４、まとめ――主権者教育に向けての課題
　既述の通り、常時啓発報告書では学習指導要領の改訂に合わせて、政治
教育を充実させ、学校教育のカリキュラムに位置づけることを提言してい
る（63）。しかし、初等・中等教育の過密スケジュールに新しい取組みを入れ
込む余地が見出しがたく、また、そこにおける法教育と政治教育の内容が
区分され、非常に固まってしまっているのが現状である。
　そこで、次のような考えに至るのは、当然であろう。
…本当のシビック・エデュケーションというものを考えない、全体としては考えてい
るはずなのだけれども、どうもそこのつながり具合がすっきりいかないままで、いろ
いろな内容を盛り込んでいくうちに、何か非常にわかりにくい話になってしまって、
何のためにこのような教育をやるのだという話が見失われる恐れがあるといいましょ
うか、こういったような問題は、多分二つの教育の共通テーマとして設定する必要が
あるだろうと思います。（64）
（63）　第100回中央教育審議会（平成27年８月６日）において、次期学習指導要領に高
校公民科の必修科目として「公共」（仮称）を設ける案が示された（資料5-1、5-2、
5-4参照）。http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/136084.
htm
　　新科目は「主体的な社会参画に必要な力を、人間としての在り方生き方の考察と関
わらせながら実践的に育む科目」と主権者教育的に位置づけられており、その例と
して模擬投票や模擬裁判などが挙げられている。ただし、その詳細は今後の検討課
題となっており、「政治的リテラシー」や法教育との関連などについては言及され
ていない。報道によれば、2016年度中に中教審から答申される方針とのことである
（2015年８月６日朝日新聞）。
（64）　佐々木毅「政治教育と法教育について」大村敦志・土井真一編著『法教育のめざ
すもの―その実践に向けて』（商事法務、2009年）182-183頁。
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　したがって、主権者教育を学校教育に盛り込むためには、まず法教育と
政治教育との連携・調整が不可欠である。ただ、それでも十分な教育時間
を確保することは、現実的に難しいと思われる。そこで、もう一つの戦略
として、課外における主権者教育を推進することが考えられる。そのため
には、大学においてモデルとなる活動を示して高大連携教育に役立てた
り（65）、大学が主導しつつ甲子園のように高校生にロールプレイを競わせた
りというように（66）、大学を最大限活用して社会的役割を果たさせることが
必要となる。カリキュラムや教材が整っていたとしても、初等・中等教育
の教員の意識と能力には限界があり（67）、その意味でも大学教員との連携は
欠かせない（68）。
　ちなみに、筆者が行っている模擬議会は、単に教育活動というだけでな
く、あるべき議会像を研究するための実験装置としての意義があると考え
ている。それは、明治初期の帝国議会開設期に実施された「議事演習会」
ないし「擬国会」が、そうした趣旨で行われていたことに通じるものがあ
る（69）。模擬投票や模擬裁判を行う際にも、そうした要素を見出すことは重
要である。というのも、研究成果に昇華させる意義がないのに、正課でも
ない教育活動に研究者が進んで取り組むことは期待しがたいからである。
（65）　なお、高大連携にあっては、大学教育に不可欠となる基礎知識を涵養することが
求められる。岩切大地・岡田順太・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「大学入学時に
おける憲法学習状況の実態調査――高大接続の憲法教育に向けて」法制研究所研究
年報（立正大学）19号（2014年）３-31頁。
（66）　プリンストン大学の模擬議会を紹介するものとして、横江公美「法案の書き方を
知っていますか！立法を学ぶ高校生（アメリカの有権者教育レポート第５回）」私た
ちの広場287号（2006年）17-19頁。
（67）　那須弘平元最高裁判事は、初等・中等教育における法教育の内在的制約につい
て、①授業を受ける生徒の成熟度の低さ、②時間の制約、③政治的中立性ととも
に、④「授業を担当する教員が一般的には法律の専門家でないことによる教育の深
さおよび広がりに関する制約」などを挙げている。那須・前掲注61）78頁。
（68）　横大道聡・岡田順太「高等学校『現代社会』教科書の記述内容に関する一考察―
憲法学の視点から」教科書フォーラム（中研紀要）12号（2014年）59-74頁。
（69）　模擬国会小史については、岡田ほか・前掲注59）29-30頁。
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また、とかく教育的側面が強調されると、制度受容圧力が高まり批判の機
会が失われることも考えられる。これを克服するためには、制度理解と実
践から健全な批判へと結びつけ、制度改善へとつなげる流れが不可欠であ
り、その裏づけとなる理論を研究者が提供する構図が作られることが望ま
しい。これは指導する教育者の側の態度と表裏の関係にあるが、指導する
側が必ずしも理想的な民主政を経験していないのであるから、明らかな誤
りは指摘するとしても、理想形を参加者一丸となって模索していくという
意味での包容力が欠かせないだろう。
　その上で、バランスよく政治的要素を織り込んでいくことも重要であ
る。もちろん、政治的中立性の確保に配慮すべきであるが、それは政治的
無色透明性を意味しない。参議院において超党派で実施された「こども国
会」（70）などの取組みがその参考となろう。
　今後、常時啓発として主権者教育を実施するのであれば、そうした取組
みを関係者の協力を得ながらコーディネートしていくことが選挙管理機関
には求められることになる。とはいえ、事務局レベルのイニシアティブで
できることは限られている。特に、実際の選挙事務を主権者教育の機会と
して提供するとしても、選挙の公正を優先するあまり無難な作業のみの実
践ということになりかねない。そうした下請け作業だけで主権者教育と
いえるのか疑問なしとしない（71）。それは、事務局頼みの主権者教育ではな
く、行政委員会としての選挙管理委員会本体がその機能を発揮すべき場面
ということになる。
　いずれにしても、政治参加の模擬体験は、学問が現実社会に対して有す
（70）　参議院事務局編『子ども国会―復興から未来へ：報告書』（参議院事務局、2012
年）。
（71）　この点、法的に整理しておくべき課題として、未成年者の選挙運動規制（公選法
137条の２）が主権者教育を阻む要素になっていないか、選挙権年齢の引下げを契機
に再考する必要があろう。また、近時、大学生による開票作業ボランティアが行な
われている例があるが、選挙事務に未成年者をどの程度関わらせることができるの
か、また、それが外国籍の者であった場合どうなるのか、といったことの理念的考
察はあまりされていないように思われる。
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るリアリティを発揮し、政治参加を活発にするための重要な要素になると
思われる（72）。ただ、そのためには、主権者教育の構築に向けて、まず政治
領域と法領域の双方が協働し、それらが融合した主権者教育の内容・手法
を構築していかなければならないのである（73）。
【追記１】本稿は、公益財団法人日本教育公務員弘済会平成27年度日教
弘本部奨励金助成対象研究「模擬国会を利用した法教育の研究―参議院特
別体験プログラムを活用した能動的学修教材の開発」による成果の一部で
ある。
【追記２】本稿は、2015年５月16日に開催された日本選挙学会法律・制
度部会「政治参加を支える選挙管理」における報告原稿に加筆・訂正した
ものである。
 （本学法科大学院教授）
（72）　横大道ほか・前掲注31）10-12頁。
（73）　憲法学はそれらを結ぶ軸となりうるのであるが、例えば、人権教育をめぐって教
育学との温度差が見られるように、憲法学と教育学間での対話も必要となる。横大
道ほか・前掲注68）74頁、横大道聡・岩切大地・大林啓吾・手塚崇聡「人権教育に
ついての覚書――憲法学の立場から」教育実践研究紀要（鹿児島大学）19号（2009年）
１-11頁。
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